
一般社団法人一般社団法人一般社団法人一般社団法人

低炭素投資促進機構低炭素投資促進機構低炭素投資促進機構低炭素投資促進機構

一般社団法人一般社団法人一般社団法人一般社団法人

低炭素投資促進機構低炭素投資促進機構低炭素投資促進機構低炭素投資促進機構

国国国国

補助金

中小企業

ＣＯＣＯＣＯＣＯ２２２２排出削減量排出削減量排出削減量排出削減量

1,5001,5001,5001,500円円円円／／／／トントントントン

【【【【平成平成平成平成23232323年度予算事業年度予算事業年度予算事業年度予算事業】】】】

国内排出削減量認証制度活性化事業費助成金国内排出削減量認証制度活性化事業費助成金国内排出削減量認証制度活性化事業費助成金国内排出削減量認証制度活性化事業費助成金

助成金助成金助成金助成金 ヒートポンプ バイオマスボイラー

都市ガスボイラー

××××

農家

「国内クレジット」として
CO2排出削減量を認

証後、助成金交付

「国内クレジット」として
CO2排出削減量を認

証後、助成金交付

照明器具

【助成対象者】 自主行動計画非参加事業者

【助成対象設備】
・国内クレジット制度の排出削減方法論を適用できる設備
・平成23年4月1日以降に導入に係る契約を締結した設備

低炭素型設備の導入後、設備を稼働した日から平成25年3月31日
迄のCO2排出削減量について認証された国内クレジット1トンあたり
1,500円の助成金を交付いたします。

例例例例例例例例

例例例例例例例例



ヒートポンプ重油ボイラー
更新

重油ボイラーをヒートポンプや都市ガスボイラーに更新。事例事例事例事例

２０１２年度末までの排出削減量

約約約約500500500500トントントントン／／／／年年年年

２０１２年度末までの助成金額

約約約約75757575万円万円万円万円
※上記の排出削減見込量は、一例として挙げたものです。実際は個々の事業によって異なります。

（※複数台の導入の場合）

都市ガスボイラー

ボイラーボイラーボイラーボイラーのののの新設新設新設新設／／／／更新更新更新更新 小規模水力発電設備小規模水力発電設備小規模水力発電設備小規模水力発電設備のののの導入導入導入導入

ヒートポンプヒートポンプヒートポンプヒートポンプのののの導入導入導入導入によるによるによるによる熱源機器熱源機器熱源機器熱源機器のののの新設新設新設新設／／／／更新更新更新更新 回収回収回収回収したしたしたした未利用未利用未利用未利用のののの排熱排熱排熱排熱をををを供給供給供給供給するするするする蓄熱蓄熱蓄熱蓄熱システムシステムシステムシステムのののの導入導入導入導入

工業炉工業炉工業炉工業炉のののの更新更新更新更新 雪氷融解水雪氷融解水雪氷融解水雪氷融解水ののののエネルギーエネルギーエネルギーエネルギー利用利用利用利用

空調設備空調設備空調設備空調設備のののの新設新設新設新設／／／／更新更新更新更新 電気自動車電気自動車電気自動車電気自動車へのへのへのへの更新更新更新更新

間欠運転制御間欠運転制御間欠運転制御間欠運転制御、、、、インバータインバータインバータインバータ制御又制御又制御又制御又はははは台数制御台数制御台数制御台数制御によるによるによるによるポポポポ
ンプンプンプンプ・・・・ファンファンファンファン類可変能力制御機器類可変能力制御機器類可変能力制御機器類可変能力制御機器のののの導入導入導入導入

自動販売機自動販売機自動販売機自動販売機のののの更新更新更新更新

照明設備照明設備照明設備照明設備のののの新設新設新設新設／／／／更新更新更新更新 冷蔵冷蔵冷蔵冷蔵・・・・冷凍設備冷凍設備冷凍設備冷凍設備のののの新設新設新設新設／／／／更新更新更新更新

コージェネレーションコージェネレーションコージェネレーションコージェネレーションのののの導入導入導入導入 風力発電設備風力発電設備風力発電設備風力発電設備のののの導入導入導入導入

太陽光発電設備太陽光発電設備太陽光発電設備太陽光発電設備のののの導入導入導入導入 蓄電池蓄電池蓄電池蓄電池でででで駆動駆動駆動駆動するするするする船舶船舶船舶船舶へのへのへのへの更新更新更新更新

温泉熱及温泉熱及温泉熱及温泉熱及びびびび温泉排熱温泉排熱温泉排熱温泉排熱ののののエネルギーエネルギーエネルギーエネルギー利用利用利用利用 ポンプポンプポンプポンプ・・・・ファンファンファンファン類類類類のののの更新更新更新更新

変圧器変圧器変圧器変圧器のののの更新更新更新更新 電動式建設機械電動式建設機械電動式建設機械電動式建設機械・・・・産業車両産業車両産業車両産業車両へのへのへのへの更新更新更新更新

コンセントコンセントコンセントコンセント負荷制御機器負荷制御機器負荷制御機器負荷制御機器のののの導入導入導入導入 工作機械工作機械工作機械工作機械のののの更新更新更新更新

溶融炉溶融炉溶融炉溶融炉におけるにおけるにおけるにおけるコークスコークスコークスコークスからからからからバイオコークスバイオコークスバイオコークスバイオコークスへのへのへのへの切切切切りりりり
替替替替ええええ

バイオディーゼルバイオディーゼルバイオディーゼルバイオディーゼル燃料精製設備燃料精製設備燃料精製設備燃料精製設備のののの導入及導入及導入及導入及びびびび化石燃料化石燃料化石燃料化石燃料かかかか
らのらのらのらの切切切切りりりり替替替替ええええ

外部外部外部外部のののの高効率熱源設備高効率熱源設備高効率熱源設備高効率熱源設備をををを有有有有するするするする事業者事業者事業者事業者からのからのからのからの熱供給熱供給熱供給熱供給へへへへ
のののの切切切切りりりり替替替替ええええ

プレスプレスプレスプレス機械機械機械機械へのへのへのへの更新更新更新更新

余剰蒸気活用余剰蒸気活用余剰蒸気活用余剰蒸気活用によるによるによるによる小型蒸気発電機小型蒸気発電機小型蒸気発電機小型蒸気発電機のののの導入導入導入導入 自家用発電機自家用発電機自家用発電機自家用発電機のののの更新更新更新更新

系統電力受電設備等系統電力受電設備等系統電力受電設備等系統電力受電設備等のののの増設増設増設増設によるによるによるによる自家用発電自家用発電自家用発電自家用発電のののの代替代替代替代替 テレビジョンテレビジョンテレビジョンテレビジョン受信機受信機受信機受信機のののの更新更新更新更新

太陽熱太陽熱太陽熱太陽熱をををを利用利用利用利用したしたしたした熱源設備熱源設備熱源設備熱源設備のののの導入導入導入導入 射出成型機射出成型機射出成型機射出成型機のののの更新更新更新更新

対象設備対象設備対象設備対象設備はははは、、、、下記国内下記国内下記国内下記国内クレジットクレジットクレジットクレジット制度制度制度制度のののの

排出削減方法論排出削減方法論排出削減方法論排出削減方法論がががが適用適用適用適用できるものですできるものですできるものですできるものです。。。。

＝＝＝＝

※上記は平成２３年５月３０日時点で承認されている代表的な排出削減方法論を記載しています。



公募公募公募公募スケジュールスケジュールスケジュールスケジュール

平成平成平成平成２３２３２３２３年年年年７７７７月月月月２９２９２９２９日日日日（（（（金金金金）～）～）～）～平成平成平成平成２４２４２４２４年年年年１２１２１２１２月月月月２８２８２８２８日日日日（（（（金金金金）））） 随時申請受付随時申請受付随時申請受付随時申請受付

申請方法申請方法申請方法申請方法・・・・おおおお問問問問いいいい合合合合わせわせわせわせ

ソフトソフトソフトソフト支援実施機関支援実施機関支援実施機関支援実施機関 おおおお問問問問いいいい合合合合わせわせわせわせ先先先先 担当者担当者担当者担当者

日本テピア株式会社

(東京本社)東京都江東区東陽7-2-14 東陽MKビル4F
TEL：03-5857-4862 E-mail：sumiyamamt@tepia.co.jp
(大阪本社)大阪市西区南堀江1-7-4 パロスビル7F
TEL：06-6533-8018 E-mail：kinouchirt@tepia.co.jp

住山(ｽﾐﾔﾏ)

木内(ｷﾉｳﾁ)

全国中小企業団体中央会

東京都中央区新川1-26-19
TEL：03-3523-4902 E-mail：kurihara@mail.chuokai.or.jp

栗原（クリハラ）

日本商工会議所

東京都千代田区丸の内3-2-2
TEL：03-3282-7657 E-mail：sangyo2@jcci.or.jp 村木（ムラキ）

神山（カミヤマ）

テス・エンジニアリング株式会社
東京都中央区日本橋茅場町2-13-13 共同ﾋﾞﾙ4階(東京支店)
TEL：03-5645-7213 E-mail：s.ueda@tess-eng.co.jp

上田(ｳｴﾀﾞ)

１．低炭素投資促進機構のホームページ（ http://teitanso.force.com/green/toppage ）から公募要領
及び申請書類をダウンロードしてください。（平成２３年７月２９日（金）以降ダウンロード可能となります。）

２．公募要領を御熟読の上、申請書類に必要事項を記載し下記宛先まで郵送にて御提出ください。

【申請書提出先】
〒１０４－００３３
東京都中央区新川１丁目５番１８号 泉新川ビル６階

一般社団法人 低炭素投資促進機構 グリーン投資業務部 宛

●お問い合わせ先●

一般社団法人 低炭素投資促進機構
グリーン投資業務部

ＴＥＬ：０３－６２８０－５７９８
ＦＡＸ：０３－６２８０－５７９６
E-mail：green＠teitanso.or.jp
※）電話でのお問い合わせは、9:00～12:00及び13:00～

17:00にお願いします。

各地方経済産業局においても、国内クレジット制度のソフト支援事業を実施していま
すので、下記国内クレジット制度のホームページを御参照ください。

（参照URL） http://jcdm.jp/support/

国内国内国内国内クレジットクレジットクレジットクレジット制度活用制度活用制度活用制度活用におけるにおけるにおけるにおける支援策支援策支援策支援策

本事業は国内クレジットを創出することが要件となりますが、その際、下記ソフト支援実

施機関により申請に関する書類作成等の無料支援及び審査費用支援を受けられます。


